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●金融経済環境
　当連結会計年度のわが国経済は、消費税増税の影響から
脱しつつ、原油安やインバウンド需要の下支えもあり、緩
やかな回復基調の中でスタートいたしました。しかしなが
ら、夏場以降、新興国を中心とした海外経済の減速ととも
に、輸出や生産が伸び悩み、企業の設備投資も慎重な姿勢
が続きました。また、個人消費は、所得の伸び悩みなどか
ら節約志向が強まり、幾分弱めの動きが広がることとなり
ました。期後半には、米国の金融政策の見通しに対する不
透明感などから、年明け以降一転して円高・株安が進行し
たほか、日本銀行によるマイナス金利政策の導入が却って
金融市場の混乱を招くという誤算が生じるなど、景気の先
行き懸念が広がる中で期を終えることとなりました。

●営業の経過および成果
　このような環境のもと、当行グループは、第5次中期経営
計画「ビジョン75　いい銀行づくり」（平成26年度～28年
度）に基づき、新たな経営ビジョン「広域型地方銀行・第2
ステージ」のもと、計画に掲げる営業戦略、人材戦略、業
務改革戦略に沿った諸施策を推進した結果、当連結会計年
度の業績は次のとおりとなりました。

（経営成績）
　連結経常収益は、資金運用収益やその他経常収益の減少
等により、前連結会計年度比22億69百万円減少し、1,126億
89百万円となりました。
　一方、連結経常費用は、営業経費の減少を主因に前連結
会計年度比80百万円減少し、786億1百万円となりました。
　この結果、連結経常利益は、前連結会計年度比21億89百
万円減少し、340億88百万円となりましたが、親会社株主に
帰属する当期純利益は、法人税率引下げの影響等により、
前連結会計年度比45百万円増加し、213億22百万円となりま
した。

（主要勘定）
　当連結会計年度末の主要勘定につきましては、預金は個
人預金および法人預金が堅調に増加しましたことから、前
連結会計年度末比1,240億円増加して、6兆3,942億円となり
ました。一方、譲渡性預金は、前連結会計年度末比1,174億
円減少して、7,965億円となりました。この結果、預金およ
び譲渡性預金の合計では、前連結会計年度末比66億円増加
して、7兆1,907億円となりました。
　貸出金は、企業向け貸出が資金需要への積極的な対応で
増加したのに加え、個人向け貸出も堅調に増加したため、
全体では前連結会計年度末比2,509億円増加して、4兆5,984
億円となりました。
　有価証券は、金利や株価、為替などの市場動向に注視し

つつ効率的な運用に努めました結果、前連結会計年度末比
3,609億円減少して、2兆8,071億円となりました。なお、この
うち時価会計に伴う評価差額（含み益）は、前連結会計年度
末比892億円減少して、3,928億円となっております。　
　また、総資産は前連結会計年度末比1,008億円減少し、8兆
1,544億円となり、株主資本は、利益剰余金の増加により前
連結会計年度末比169億円増加し、3,785億円となりました。

●配当方針
　配当方針につきましては、株主の皆さまへ持続的成長に
よる、より一層の利益還元を実施するため、次のとおりと
しております。

●対処すべき課題
　第5次中期経営計画「ビジョン75 いい銀行づくり」の最
終年度を迎えるにあたり、地域産業の育成や地域企業の生
産性向上を念頭に置いた、質の高い金融仲介機能を発揮す
るべく、地方公共団体などとの連携を含めた、なお一層の
対応力の強化やコンサルティング機能の充実などによって
地域活性化に努め、当行の成長につなげてまいります。
　同時に、広域型地方銀行を標榜し構築を進めてきた地元
京都を中心とする店舗ネットワークに、非対面チャネルを
組み合わせ、資金調達のみならず資産運用や資金決済など
のお客さまのニーズに的確に対応することで、取引の拡
大・深耕を通じて収益力をさらに高め、より一段の成長に
向けての強固な経営基盤を構築してまいります。
　そして、お客さまの多様なニーズに幅広く対応できるよ
う、専門的なノウハウや知識を身につけた人材の育成、テ
クノロジーの活用などによる新しい金融サービスの提供や
業務の効率化、グループ会社との連携による総合金融サー
ビスの提供など、より中長期的な視点に立った取組みを推
進してまいります。
　こうした経営の課題にスピード感をもって取組むことに
よって、地域とともに歩む金融機関として、「地域社会の
繁栄に奉仕する」という当行の経営理念を力強く実践して
まいります。

事業の概況
経営環境と業績

安定配当を基本としつつ、当期純利益に対する
配当性向25％を目安といたします。

●「京銀でんさいサービス」取引利用手数料（取引１件あたり）

※1 割引をご利用の場合には、当行本支店宛ての「（分割）譲渡記録手数料」の他に、別途「割引料」等をいただきます。
※2 「でんさい」の支払期日に受取人にご負担いただく手数料です。
※3 利害関係者が債務者と債権者のみの場合は、オンラインでの変更が可能です。
※4 支払期日に口座間送金決済で決済された場合は、「支払等記録手数料」は不要です。
（注1）各種記録請求後、請求者または請求の相手方により削除・取消・否認（みなし否認）があった場合でも、手数料が課金されます。
（注2）京銀インターネットEBサービスのご利用が必須となります。

●その他の手数料

2,160円

1,080円
432円

1,080円

1,080円

648円

648円

648円

648円

324円

324円

324円

324円

216円

無　料

1,080円

4,320円

4,320円

2,160円

648円

2,160円

648円

648円

4,320円

1,080円

648円

1通

1件

1件

残高証明書発行手数料

キャッシュカード・ローンカード等再発行手数料
通帳・証書再発行手数料※1

当行本支店あて 他行あて

オンライン

書　面

書　面

書　面

書　面

オンライン

書　面

オンライン

オンライン

書　面

書　面

書　面

取引種類

発生記録（債務者請求方式）
発生記録（債権者請求方式）
譲渡記録※1

分割譲渡記録※1

口座間送金決済手数料（＝取立手数料）※2

開示（通常開示）
全部開示
開示（特例開示）
残高の開示（都度発行方式）
残高証明書（定例発行方式）

変更記録（債権内容に係る場合）※3

支払等記録（口座間送金決済以外）※4

保証記録（譲渡に随伴しない場合）
支払不能情報照会 （利用者・元利用者からの照会）
貸倒引当金繰入事由に係る証明書
口座間送金決済中止

10,800円

77,760円

　　　7,776円
36,288円

25,920円

15,552円

103,680円

51,840円

38,880円

33,696円

20,736円

12,960円

108円

年間

1回

年間

年間

年間

年間

年間

年間

年間

年間

年間

年間

50枚綴1冊

1種

2種

3種

4種

5種

6種

1種

2種

3種

使用料

投入票
夜間預金金庫

貸保護函使用料

貸金庫使用料（全自動）

貸金庫使用料（手動・半自動）

定額自動送金取扱手数料※4

※1 ローン通帳の再発行手数料は無料といたします。
※2 継続発行分とは、当行所定の依頼書により定期的・継続的な発行を事前にご依頼いただく残高証明書です。
※3 取引明細表の発行につきましては、ご依頼日の前日より過去最大10年間とさせていただきます。
※4 別途所定の振込手数料が必要となります。

当行制定
書式

継続発行分※2

個別発行分

お客さま指定・英文

監査法人向け
当行制定外
書式

京銀でんさいサービス契約における月額基本料は無料です。ただし、京銀インターネットＥＢサービスの月額基本料は必要となります。

3,240円

1通取引明細表発行手数料※3 540円
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連結財務諸表

業績および財務データ

●連結貸借対照表

当行の「会社法第444条第3項」に定める連結計算書類は、「会社法第444条第4項」により有限責任監査法人トーマツの監査を受けており
ます。また、当行の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キ
ャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任監査法人トーマツの監査証明
を受けております。以下の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー
計算書は、上記の連結財務諸表に基づいて作成しております。

現金預け金

コールローン及び買入手形

買入金銭債権

商品有価証券

金銭の信託

有価証券

貸出金

外国為替

リース債権及びリース投資資産

その他資産

有形固定資産

　建物

　土地

　建設仮勘定

　その他の有形固定資産

無形固定資産

　ソフトウエア

　その他の無形固定資産

繰延税金資産

支払承諾見返

貸倒引当金

資産の部

資産の部合計

預金

譲渡性預金

コールマネー及び売渡手形

債券貸借取引受入担保金

借用金

外国為替

その他負債

退職給付に係る負債

睡眠預金払戻損失引当金

偶発損失引当金

繰延税金負債

再評価に係る繰延税金負債

支払承諾

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

退職給付に係る調整累計額

新株予約権

非支配株主持分

負債の部

負債の部合計

純資産の部

　株主資本合計

　その他の包括利益累計額合計

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

平成28年3月期
（平成28年3月31日現在）

592,840

34,166

11,927

504

2,878

2,807,154

4,598,410

3,957

10,043

17,948

81,926

30,238

43,771

886

7,029

2,896

2,591

305

1,591

15,284

�△ 27,114

8,154,418

6,394,225

796,506

35,832

24,238

 39,052

215

61,541

37,452

350

1,159

95,505

0

15,284

7,501,364

42,103

30,301

307,315

△ 1,121

378,599

274,404

△ 2,684

1

△ 5,556

266,164

518

7,770

653,053

8,154,418

平成28年3月期
（平成28年3月31日現在）

平成27年3月期
（平成27年3月31日現在）

585,218

34,716

11,799

154

1,500

3,168,152

4,347,459

3,972

9,454

19,808

83,652

31,097

43,927

314

8,312

2,943

2,635

307

1,772

14,985

�△ 30,288

8,255,301

6,270,209

913,911

20,428

39,685

54,808

147

84,064

28,874

309

1,130

130,903

30

14,985

7,559,490

42,103

30,301

290,491

�△ 1,208

361,688

328,898

�△ 2,195

63

�△ 207

326,558

515

7,047

695,810

8,255,301

平成27年3月期
（平成27年3月31日現在）

主要な経営指標の推移

●単体経営指標

経常収益
業務純益
経常利益
当期純利益

資本金
発行済株式総数

純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高

1株当たり純資産額
1株当たり配当額
1株当たり当期純利益金額
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額

単体自己資本比率（国内基準）
自己資本利益率
株価収益率
配当性向

従業員数

平成24年3月期

108,510　　
29,770　　
25,599　　
15,422　　

42,103　　
379,203千株

417,517　　
7,347,093　　
5,870,200　　
4,065,883　　
2,866,325　　

1,104.09円　
11.00円　
40.81円　
38.14円　

12.89%　
3.60%　

18.40倍　
26.95%　
3,286人　

平成26年3月期

98,532　　
24,078　　
26,411　　
16,095　　

42,103　　
379,203千株

532,331　　
7,880,742　　
6,299,164　　
4,223,248　　
3,193,519　　

1,407.50円　
11.00円　
42.59円　
42.51円　

12.42%　
3.27%　

20.00倍　
25.82%　
3,361人　

（単位：百万円）

●連結経営指標

116,376　

28,249　

15,560　

△ 14,768　

428,960　

7,359,323　

1,109.76円

41.17円

38.48円

13.25%

3.62%

18.24倍

174,211　

△ 187,221　

△ 25,662　

237,547　

3,545人

連結経常収益 

連結経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

連結包括利益

連結純資産額

連結総資産額

連結ベースの1株当たり純資産額 

連結ベースの1株当たり当期純利益金額

連結ベースの潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額

連結自己資本比率（国内基準）

連結自己資本利益率

連結株価収益率

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高

従業員数

平成24年3月期

105,831　

28,632　

16,771　

85,175　

545,651　

7,893,834　

1,426.40円

44.37円

44.30円

12.89%

3.36%

19.20倍

104,777　

△ 75,999　

△ 33,734　

229,279　

3,566人

平成26年3月期

平成25年3月期 平成28年3月期

104,654　　
29,264　　
31,442　　
20,436　　

42,103　　
379,203千株

643,025　　
8,143,667　　
6,410,736　　
4,606,441　　
2,806,538　　

1,699.78円　
12.00円　
54.06円　
53.97円　

12.95%　
3.08%　

13.57倍　
22.19%　
3,410人　

平成27年3月期

107,317　　
26,212　　
33,533　　
20,406　　

42,103　　
379,203千株

681,942　　
8,242,851　　
6,283,242　　
4,354,810　　
3,165,149　　

1,803.26円　
12.00円　
54.00円　
53.89円　

12.01%　
3.36%　

23.31倍　
22.22%　
3,370人　

104,613　　
33,609　　
24,783　　
14,449　　

42,103　　
379,203千株

452,202　　
7,615,893　　
6,091,533　　
4,126,492　　
3,031,777　　

1,195.65円　
10.00円　
38.23円　
35.72円　

12.81%　
3.32%　

24.01倍　
26.15%　
3,360人　

112,094　

28,092　

17,574　

43,382　

463,074　

7,626,868　

1,209.71円

46.50円

43.45円

13.26%

4.01%

19.74倍

111,063　

△ 110,617　

△ 3,784　

234,225　

3,570人

平成25年3月期

112,689　

34,088　

21,322　

△ 38,283　

653,053　

8,154,418　

1,705.75円

56.41円

56.31円

13.36%

3.19%

13.01倍

△ 233,892　

246,124　

△ 4,539　

590,351　

3,590人

平成28年3月期

114,959　

36,277　

21,276　

156,760　

695,810　

8,255,301　

1,821.31円

56.30円

56.19円

12.51%

3.46%

22.36倍

134,352　

241,554　

△ 22,537　

582,668　

3,569人

平成27年3月期

（注）「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計
基準」(企業会計基準第２号 平成25年9月13日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成25年9月13日)を適用し
ております。

（単位：百万円）

（単位：百万円） （単位：百万円）


